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デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引における
環境整備等に関するプロジェクトチーム

資料２



（２）紛争処理・解決に向けた検討の方向性
 消費者取引の当事者ではないため関与できないと主張するデジタ

ル・プラットフォームにおける苦情処理対応・紛争解決のあり方

 出品者（売主）の本人確認・情報提供

これまでのヒアリングを踏まえた今後の検討の方向性

（１）紛争の未然防止に向けた検討の方向性
 出品者（売主）の本人確認・情報提供
 違法な製品、事故のおそれのある商品の流通への対応
 消費者を誤認させる表示（不当表示等）の是正等
 消費者の信頼を確保するための消費者レビューの管理
 利用規約の位置づけ、表示のあり方
 利用規約の個別の条項のあり方、是正のあり方
 域外適用・海外当局との連携

消費者の選択の確保に向けた検討の方向性
 ターゲティング広告のオプトアウト
 パーソナライズド・プライシングの情報提供

２．潜在的な消費者トラブルへの対応

１．顕在化している消費者トラブルへの対応

※第4回検討会資料5-1「今後の検討に向けて」3頁を一部修正 1



2

背景 成長戦略フォローアップ

成長戦略フォローアップ（令和元年６月21日閣議決定）では、デジタル・プラットフォーム企
業をめぐる取引環境の整備については、国際的にも取組が進められているとして、我が国
としても、デジタル市場のルール整備を図ることが求められている。

Ⅰ. Society5.0の実現
１．デジタル市場のルール整備
（２）新たに講ずべき具体的施策
ⅰ）デジタル市場のルール整備

①デジタル・プラットフォーム企業への対応

・また、デジタル・プラットフォーム企業と消費者との関係の透明性及び公正性を確保す
る観点から、消費者保護関係法令の適用の考え方の整理や利用規約の透明性・公正性
の確保、海外事業者への域外適用その他の消費者保護に関する規律の在り方につい
て、2019年度中に検討を開始し、その結果を踏まえ必要な措置を講ずる。

出典：令和元年度革新的事業活動に関する実行計画（令和元年６月21日閣議決定）



越境的な電子商取引の増加

3（出典）令和２年版消費者白書

〇 越境的な電子商取引も増加しており、例えば、日本と米国との間でのBtoCの電子商
取引の市場規模は2013年と比べて約1.4倍となっている。

【越境的な電子商取引の推移】
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チケット転売の仲介サイト「ｖiagogo」に関する注意喚起について

 チケット転売仲介サイトの「viagogo」（スイス
連邦所在のviagogoAG運営）で、購入完了まで
の残り時間が表示されたため急いでチケットを購
入してしまったり、後で転売サイトだと気付き
キャンセルを求めたが応じてもらえなかったと
いった消費生活相談が多数発生。

 調査の結果、実際には、他の購入希望者がいない
限り、何度でも新たな残り時間が付与されるもの
と判明。

 また、チケットに印字された最初の購入者以外は
入場できないと規定されている興行が多数あるこ
とが判明。

 本件サイトで販売されるチケットには、チケット
不正転売禁止法で不正転売が禁じられる「特定興
行入場券」に該当すると思われるものも存在。

 これを受け、本件サイトの表示について、消費者
被害の発生又は拡大の防止に資する情報として、
消費者安全法第38条第1項の規定に基づき、都
道府県及び市町村に対し情報提供するとともに公
表（令和元年9月13日）。

 令和元年から今年にかけて相次ぎ予定されていた
大型スポーツイベントの開催に伴いチケット転売
サイトの利用増加が見込まれたことから、事前に
消費者の注意を喚起。



（参考）国民生活センター越境消費者センター(CCJ)について

 「越境消費者センター（CCJ）」は、海外事業者と日本の消費者のトラブルに関する相談窓口。
 平成23年11月に設立。平成27年4月より（独）国民生活センターに移管し、事業を恒常化。
 提携する海外消費者機関を通じて、海外事業者と日本の消費者間のトラブル解決を支援。

－ 海外事業者に日本の消費者の相談内容を伝達すること等により、事業者の対応を促進。※詳細は下図参照
－ 令和２年３月末時点で、26の国・地域を管轄する15の海外機関とMoUを締結。

海外提携先機関（※令和２年３月末時点）相談対応の流れ
国・地域 機関名

米国・カナダ

・メキシコ
BBB （Better Business Bureaus）

韓国 韓国消費者院 （Korea Consumer Agency）

台湾
SOSA （Secure Online Shopping Association）
消費者文教基金会（Consumers’ Foundation, Chinese Taipei）

シンガポール シンガポール消費者協会（Consumer Association of Singapore）

ベトナム EcomViet （Vietnam E-commerce Development Center）

タイ 消費者保護委員会事務局 （Office of the Consumer Protection Board)

フィリピン フィリピン共和国貿易産業省 （Department of Trade and Industry）

マレーシア
マレーシア消費者苦情センター （National Consumer Complaints Centre, 
Malaysia）

ロシア
Center for Mediation and Law
（Scientific and Methodological Center for Mediation and Law）

英国 公認取引基準協会 （Chartered Trading Standards Institute）

南米（注）、

スペイン
ODRLA (ODR Latinoamerica)

香港 香港消費者委員会（The Consumer Council of Hong Kong）

ラトビア CRPC（Consumer Rights Protection Centre ）

エストニア CPTRA(Consumer Protection and Technical Regulatory Authority)

（注） アルゼンチン、チリ、ウルグアイ、パラグアイ、ボリビア、ブラジル、ペルー、コロンビア、ベネズエラ、コスタリカ、メキシコ 5



アメリカ・
カナダ・メキシコ

シンガポールタイ

韓国

ロシアイギリス

マレーシア

台湾フィリピン

ベトナム 台湾

CFCT

南米・スペイン

香港

 海外の消費者相談機関(15機関)と正式に提携。対象は26ヵ国・地域

ラトビア

CRPC

エストニア

（参考）国民生活センター越境消費者センター(CCJ)が提携する海外機関
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現行法上の対応など

〇 特定商取引法や景品表示法については、日本の消費者に被害が及ぶ場合、海外
事業者に対してもそれぞれの法律に基づく行政処分が可能（強制権限の執行に
ついては主権上の制約はある。）。

今後、越境取引の増加が見込まれる中で、海外事業者による違法な行為に有
効な対応を行っていくためには、海外の法執行当局やデジタル・プラットフォーム
運営事業者等との連携を強化していくことが極めて重要になるのではないか。



（参考）消費者の海外事業者に対する訴訟について

【想定事例】日本の消費者が、オンライン・ショッピングモールを通じて、海外の事業者から商品を購入したが、こ
の商品には不具合があった。消費者は契約を解除し、代金返還請求を求める訴えを提起したい。

①準拠法

 当事者が準拠法を選択している場合、原則として、当事者の選択した国の法令による（法の適用に関する通則法第７条）。

 ただし、消費者保護の観点から、消費者契約の特則を設けている。
・当事者による準拠法の選択がない場合 ⇒ 消費者の常居所地法（同法第11条第2項）
・当事者による準拠法の選択がある場合 ⇒ 選択した法

⇒【想定事例】では準拠法の選択がない場合には日本法が適用される。

もっとも、消費者がその常居所地法中の特定の強行規定を適用すべき意
思を事業者に対して表示したときは、その強行規定をも適用する（同法
第11条第１項）。

②国際裁判管轄

 どの国の裁判所が裁判を行うべきか（国際裁判管轄）について、相手方（被告）の住所が日本国内にあるときは日本の
裁判所が管轄権を有する（民事訴訟法第３条の２）。

 当事者が管轄合意をしている場合、当事者の選択した国の裁判所が管轄権を有する（同法第３条の７第１項）。

 ただし、消費者保護の観点から、消費者契約の特則を定めている。
・訴え提起時又は契約締結時における消費者の住所が日本にあれば、日本に裁判管轄がある （同法第３条の４第１項）。
・紛争発生前の管轄合意は、消費者の住所地国での提訴を可能とする旨の合意である場合等に限り有効（同法第３条の７第５項）。

⇒【想定事例】では消費者は日本の裁判所に訴えを提起することができる。
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